
 

第３次おだわら男女共同参画プランの策定に対する市民意見の募集結果について 
 
 

１ 意見募集の概要 

政策等の題名 「第３次おだわら男女共同参画プラン」の策定 

政策等の案の公表の日 令和３年 12月 15日（水） 

意見提出期間 令和３年 12月 15日（水）から令和４年１月 13日（木）まで 

市民への周知方法 意見募集要項の配布（市内公共施設、ホームページ） 

 

２ 結果の概要 

  提出された意見は、次のとおりです。 

意見数（意見提出者数） 19件（２人） 

 インターネット ２人 

 ファクシミリ ０人 

 郵送 ０人 

 直接持参 ０人 
 

無効な意見提出 ０人 

 

３ 提出意見の内容 

  パブリックコメントで提出された意見の内容とそれに対する市の考え方は、次のとおり

です。 

 〈総括表〉 

区分 意見の考慮の結果 件  数 

Ａ 意見を踏まえ、政策等に反映したもの ６ 

Ｂ 意見の趣旨が既に政策等に反映されているもの ３ 

Ｃ 今後の検討のために参考とするもの ３ 

Ｄ その他（質問など） ７ 

  

 

 

 

 

 

 



 

〈具体的な内容〉 

  

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む。） 

１ 市役所内部の組織体制・運営につい

て、数値目標を明確にしながら具体

的な策（男性育休取得など）の実施

計画される様子は好感を持ちまし

た。 

Ｂ 

 

数値目標は、現行の第２次おだわら

男女共同参画プランでも基本方針ご

とに設定しており、第３次プランに

おいても継承し、比較により、達成

状況や課題等の解決に必要な対策の

検討に活用することができると考え

ています。また、新しい項目も追加

しています。 

２ 全体的に最終的なアクションが、

「啓蒙」「情報共有」「教育・研修」

「認定＆表彰」などに偏っている印

象を受けました。これだけ他媒体で

男女共同参画やＬＧＢＴへの理解が

叫ばれている今、行政に求められて

いるのは情報通達ではなく市民の生

活を改善できる具体的な制度設計そ

のもの（もしくは各事業所の制度設

計を促すための褒賞など）ではない

でしょうか。そこまでは踏み込めな

いのでしょうか。 

Ｃ 本プランでは、男女共同参画社会の実

現を目指すために必要な施策の方向や

取組内容について記載しております。

ご意見については、具体的な事業展開

の段階において参考とさせていただき

ます。 

３ 施策２ワークライフバランスの策２

に大変期待しています。 

結局、女性が家庭（すなわち育児や

介護など人的サポートが欠かせない

メンバーを介助する手間や平日昼間

に活動する他ない仕組みを利用する

手間）を支えるために就労のＭ字カ

ーブに人生を添わせざろうえないの

は、男性が定時に帰宅できなかった

り（≒残業込み賃金でないと生活が

苦しい）、企業内評価に影響が出た

り、有給を取りづらかったり、とい

った男性側の就業上の問題の裏返し

Ｂ 男女双方のワーク・ライフ・バランス

の充実につながる取組を進めてまいり

ます。 

また、小田原市女性活躍推進優良企業

認定制度の運用の中で、事業主や管理

職を対象として、男女を問わず誰もが

働きやすい職場づくりについてのセミ

ナーや講演会を開催してまいります。 



 

です。これは個々人の意識改革で変

化できるものではなく、経営者や組

織体制の問題です。個人的には女性

にキャリアプランを伝えるセミナー

を開催するより、共同参画に対する

意識が明らかに低い 60代以上の男

性企業経営者などに組織改革のセミ

ナーを受けていただきたいです。そ

のほうが恩恵を受ける人数が増える

と思います。 

図表 9を拝見しても、女性より低い

とはいえ過半数を超える男性が家事

は夫婦半々で行うべきだと回答され

ており、すでに意識の啓蒙は十分な

されていると理解できます。ではな

ぜそれが実現しないのか「参加した

くても労働環境により参加できない

現状である」が答えだとしたら、集

中すべきはこの改善ではないでしょ

うか。個人への男女共同参画を啓蒙

するフェーズはすでに過ぎていると

見受けますがいかがでしょうか。 

４ 市役所にも、細かなことではありま

すが、介護や保育、教育、その他生

活にかかるサービスを受ける上での

事務手続き手間を少しでも減らして

いただけるよう取組をいただきたい

です。毎年ほぼ同じ内容を手書きし

て更新する提出書類などないでしょ

うか。 

子供を複数育てていると毎年新学期

前は書類準備に忙殺される母親の話

など耳にします。Ｍ字カーブの底に

いる市内女性を助けると思っての、

具体的な施策群を期待したいです。 

Ｃ 本プランの中では、特別に介護や保

育、教育に関する事務手続き等に関す

ることには触れておりませんが、行政

における事務手続きの簡素化は、女性

活躍推進やワーク・ライフ・バランス

の実現を推進するうえではもちろん、

誰にとっても有益なことであると考え

ますので、今後の参考とさせていただ

きます。 



 

５ 女性に対する暴力について、若年層

への教育を重点施策とされており、

10代女性と男性の対比を見るとその

重要性は理解できます。ただ、それ

よりも極端な男女間対比が 30-50代

にかけて見られており、この年代層

に対しての施策は被害者支援となる

のでしょうか。10代と異なり、この

年齢層は家族内ＤＶだと思われます

が、被害発生前の予防的な措置はこ

の年代に向けて取ることは難しいの

でしょうか。 

Ｂ 女性に対するあらゆる暴力根絶のため

の意識啓発と、実際に被害にあわれて

いる方への支援は、どちらも重要で、

第２次プランにおいても、年齢を問わ

ずすべての女性に必要な施策として取

り組んでまいりました。近年、デート

ＤＶやＪＫビジネス等、また、若い女

性の性被害が社会問題となっているた

め、第３次プランで、若年層への意識

啓発を重点項目としました。 

６ 各図表の調査結果の全体数と、性別

ごとの合計や、性年齢別の合計が一

致しないのはなぜですか。 

Ｄ 令和元年度の「小田原市男女共同参画

意識調査」では、性別に関する選択肢

は「男性」「女性」「その他」の 3つと

なっております。そのため、男女のみ

を取り上げている各図表では、全体数

とは一致しません。 

７ 令和〇年度（20xx年度）」という表

記の個所と「令和〇年度」の表記の

個所があり、統一したほうがよい。 

Ａ 「第 1章計画の基本的な考え方」の

「１計画策定の趣旨」のみ和暦（西

暦）表記とし、それ以降は和暦のみで

統一します。 

８ 「セクシャル・マイノリティ」「セ

クシュアル・マイノリティ」の表記

ゆれがあります。 

Ａ 「セクシュアル」に統一します。 

９ 女性から男性への、親から子への、

子から親への暴力はどこに相談すれ

ばよいのですか。 

Ｄ 本市では、男性を対象としたＤＶ相

談窓口は設置してないため、神奈川

県に設置されている男性の相談窓口

を案内しています。また、親子間の

暴力については、対象者の年齢等の

状況にもよりますが、本市では福祉

担当部署や教育委員会等で相談を受

けています。  

10 21ページ図表１の回答の母数が表示

されていない。 

Ａ 「母数」について加筆しました。 



 

11 30ページ地域団体を所管する課と地

域団体等を所管する課の違いは何で

すか？ 

Ａ 「地域団体等」に統一します。 

12 比較用に小田原市の男性職員の各昇

任希望率を教えてください。 

Ｄ この数値目標の根拠としている女性

活躍推進法における「特定事業主行

動計画」は、平成 28年度から実施

しているため平成 26年度のデータ

はありません。 

令和元年度の小田原市男性職員の昇

任希望率は、「主査級から係長級

へ」が 88％、「副課長級から課長級

へ」が 89％ です。 

13 比較用に小田原市女性職員の育児休

業取得率を教えてください。 

Ｄ 小田原市女性職員の育児休暇取得率

は 100％です（令和元年度）。 

14 育児参加のための休暇が女性職員に

認められていないのはなぜですか。 

Ｄ ここにいう「育児参加のための休

暇」の対象は、妻の出産前後に養育

する子どもがいる男性職員です。 

15 小田原市パートナーシップ等に登録

されていれば、民法上の配偶者でな

い者の出産の際に出産に伴う休暇を

とれるようにするべきでは。 

Ｃ 今後の「小田原市パートナーシップ

登録制度」の運用の参考とさせてい

ただきます。 

16 参考に小田原市職員の年次休暇年平

均取得日数の男性と女性ごとの実績

値を教えてください。 

Ｄ 男女別での年次休暇年平均取得日数

は集計していないため、データはあ

りません。 

17 38ページ図表で使用している平均余

命が０歳の平均余命であることの説

明が必要では。 

Ａ 図表について、注釈を入れます。 

18 各種施策の取組内容に字下げされて

いるものとされていないものがある

ので、統一したほうがよい。 

Ａ 見やすいように全体を修正します。 

19 数値目標の第二次プラン目標値に平

成 32年度以降の和暦を使用してい

るものは令和に修正したほうがよ

い。 

Ｄ 第 2次プラン策定時の表現に統一し

ていますので、現行どおりとしま

す。 

 



 

４ 提出意見と関係なく変更した点 

 政策案との差異 市の考え方 

１ 細かな字句の修正等 文中の細かな字句や図表のバランス、デザイン等

について修正いたしました。 

２ 図表の数値 図表に用いている国勢調査の結果を最新（令和２

年）のものに修正いたしました。 

３ 「参考資料」の追加 「参考資料」に、パブリックコメントの結果、諮

問・答申、関連法や男女共同参画に関する年表を

追加いたしました。 

 


